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アジア経済法令ニュース No.23-26 

 添付法令資料 1： 韓国関税士法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国商用暗号管理条例（目次） 

 添付法令資料 3： 知的財産分野における犯罪行為の捜査の管理に関する 2023 年 

  1 月 3 日付インドネシア共和国法務人権大臣規則 No. 1（目次） 

 添付法令資料 4： 電力法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2023 年 7 月 3 日（月） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律（法律第 66 号） 

23.06.23 公布 

2 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増

進に関する法律（法律第 68 号） 

23.06.23 公布／同日施行 

3 職業安定法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 89 号） 

23.06.28 公布／24.04.01 施行 

4 男女雇用機会均等対策基本方針（厚生労働省告示第 218 号） 

23.06.28 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 教育部办公厅关于建立高校毕业生毕业去向登记制度的通知 

23.06.08 公布 教育部弁公庁 教学庁[2023]5 号 

2 交通运输部办公厅关于做好《交通运输工程造价工程师注册管理办法》实施工

作的通知 

23.06.16 公布 交通運送部 交弁人教函[2023]833 号／23.08.01 施行 

3 交通运输部关于延续国内水路运输有关政策的公告 

23.06.19 公布 交通運送部公告 2023 年第 31 号 

4 商务部 人力资源社会保障部 海关总署关于发布加工贸易梯度转移重点承接地

考核认定结果的通知 

23.06.19 公布 商務部等 商貿函[2023]188 号 

5 农业农村部 国家发展改革委 财政部 自然资源部关于印发《全国现代设施农业

建设规划 (2023—2030 年)》的通知 

23.06.09 公布 農業農村部等 

6 国家金融监督管理总局关于印发企业集团财务公司监管评级办法的通知 

23.06.13 公布 国家金融監督・管理総局 金規[2023]1 号／同日施行 
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第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于延续和优化新能源汽车车辆购置税减免政策的公告 

23.06.19 公布 財政部 税務総局 工業及び情報化部公告 2023 年第 10 号 

2 国家税务总局 财政部关于优化预缴申报享受研发费用加计扣除政策有关事项

的公告 

23.06.21 公布 国家税務総局 財政部公告 2023 年第 11 号／23.01.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦租税法典第 2 部第 149 条への変更の導入に関する 2022 年 12 月

19 日付ロシア連邦法律 No.520-FZ 

2023 年 1 月 1 日から施行 

2 ロシア連邦租税法典第 2 部及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関す

る 2022 年 12 月 19 日付ロシア連邦法律 No.523-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 輸出入商品の原産地の確定に関して定める通知 

財政省の 2023 年 5 月 31 日付第 33/2023/TT-BTC 号通知／23.07.15 施行 

 

第 5 韓国 

1 対外経済協力基金法施行令一部改正令 

23.06.27 公布 大統領令第 33563 号／同日施行 

2 税務士法施行令一部改正令 

23.06.27 公布 大統領令第 33564 号／24.01.01 施行 

3 関税士法施行令一部改正令 

23.06.27 公布 大統領令第 33565 号／同日施行 

4 災害及び安全管理基本法施行令一部改正令 

23.06.27 公布 大統領令第 33578 号／同日施行 

5 危険物安全管理法施行令一部改正令 

23.06.27 公布 大統領令第 33579 号／23.07.04 施行 

6 弁理士法施行令一部改正令 

23.06.27 公布 大統領令第 33588 号／23.07.04 施行 

7 雇用保険法施行令一部改正令 

23.06.27 公布 大統領令第 33595 号／23.07.01 施行 
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8 保険業法施行令一部改正令 

23.06.27 公布 大統領令第 33604 号／23.07.01 施行 

 

第 6 台湾 

1 修正礦業法 

23.06.21 公布 総統府 華總一經字第 11200052361 號令／同日施行 

2 增訂並修正再生能源發展條例條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一經字第 11200052351 號令／一部を除き、同

日施行 

3 修正憲法訴訟法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051211 號令／ 

4 增訂並修正少年事件處理法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051811 號令／一部を除き、同

日施行 

5 修正國民教育法 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200052771 號令／一部を除き、同

日施行 

6 修正特殊教育法 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200052781 號令／同日施行 

7 制定原住民族健康法 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051191 號令／同日施行 

8 制定海洋產業發展條例 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051181 號令 

9 增訂、刪除並修正消防法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200052791 號令 

10 制定消防設備人員法 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200052761 號令／同日施行 

11 增訂傳染病防治法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200052341 號令 

12 修正護理人員法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051851 號令 

13 修正家事事件法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051841 號令／一部を除き、同

日施行 

14 修正海關進口稅則部分稅則 

23.06.21 公布 総統府 華總一經字第 11200051171 號令 

15 增訂、刪除並修正公共電視法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051201 號令 

16 增訂並修正刑事訴訟法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051821 號令 

17 增訂刑事訴訟法施行法條文 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051831 號令 

18 制定核能安全委員會組織法 
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23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051791 號令 

19 制定國家原子能科技研究院設置條例 

23.06.21 公布 総統府 華總一義字第 11200051801 號令 

20 增訂並修正郵政法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054121 號令 

21 增訂並修正電信管理法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054141 號令／同日施行 

22 增訂並修正大眾捷運法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054131 號令 

23 增訂、刪除並修正入出國及移民法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054171 號令 

24 增訂並修正公路法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054111 號令 

25 增訂天然氣事業法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200053981 號令 

26 增訂並修正水利法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200054061 號令 

27 增訂石油管理法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200053991 號令 

28 增訂全民健康保險法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054031 號令 

29 增訂並修正自來水法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200054071 號令 

30 增訂並修正氣象法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054091 號令 

31 增訂商港法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054011 號令 

32 增訂期貨交易法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200053961 號令 

33 增訂傳染病防治法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200053931 號令 

34 增訂電業法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200053971 號令 

35 增訂銀行法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200053951 號令 

36 增訂醫療法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054021 號令 

37 增訂證券交易法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200054041 號令 

38 修正證券交易法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200054051 號令 

39 增訂證券投資信託及顧問法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200053941 號令 

40 增訂並修正鐵路法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054101 號令 
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41 增訂並修正民用航空法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054081 號令 

42 增訂並修正核子事故緊急應變法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054161 號令／同日施行 

43 增訂產業創新條例條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一經字第 11200054001 號令 

44 增訂並修正太空發展法條文 

23.06.28 公布 総統府 華總一義字第 11200054151 號令／同日施行 

 

第 7 シンガポール 

1 Financial Services and Markets (Amendment) Act 2023 

Passed by Parliament on 9 May 2023 and assented to by the President 

on 19 May 2023 

2 Employment of Foreign Manpower Act 1990 - Employment of Foreign 

Manpower (Work Passes) (Amendment No. 3) Regulations 2023 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 23 

June 2023 and come into operation on 1 July 2023; No.S428/2023 

 

第 8 タイ 

1 不動産を競売に供することに関する仏暦 2566 年（西暦 2023 年）のマネーロ

ンダリング防止及び撲滅委員会の規則 

23.05.24 制定／23.06.30 施行 

2 知的財産及び国際貿易事件に係る仏暦 2566 年（西暦 2023 年）の中央知的財

産及び国際貿易裁判所裁判官事務局長の規則 

23.05.03 制定／23.07.01 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF MIGRANT WORKERS 

  DEPARTMENT CIRCULAR NO. 1, S. 2023 

  PROMULGATING THE 2023 DEPARTMENT OF MIGRANT WORKERS 

RULES AND REGULATIONS GOVERNING THE RECRUITMENT AND 

EMPLOYMENT OF LANDBASED OVERSEAS FILIPINO WORKERS 

23.06.13 付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布され

た日から 15 日後に施行 

2 SECURITIES AND EXCHANGE COMMISSION  

  SEC MEMORANDUM CIRCULAR NO. 08, S. 2023 
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  SECURING AND EXPANDING CAPITAL FOR FARMS AND 

AGRI-BUSINESS RELATED MODERNIZATION SCHEMES (SEC 

FARMS) 

23.06.15 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 70-2023 

  CIRCULARIZING THE LISTS OF WITHHOLDING AGENTS 

REQUIRED TO DEDUCT AND REMIT THE 1% OR 2% CREDITABLE 

WITHHOLDING TAX FOR THE PURCHASE OF GOODS AND SERVICES 

UNDER REVENUE REGULATIONS NO. 31-2020 

23.06.22 付 

4 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 31, S. 2023 

  INSTITUTIONALIZING THE PHILIPPINE OPEN GOVERNMENT 

PARTNERSHIP AND FOR OTHER PURPOSES 

23.06.20 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

5 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 23, S. 2023 

  APPROVING THE PHILIPPINE EXPORT DEVELOPMENT PLAN 

2023-2028, AND DIRECTING CONCERNED GOVERNMENT AGENCIES 

TO IDENTIFY AND IMPLEMENT RELEVANT PROGRAMS, ACTIVITIES 

AND PROJECTS IN SUPPORT THEREOF 

23.06.20 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

6 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM ORDER NO. 23-2023 

  MANDATORY REQUIREMENTS AND GUIDELINES, POLICIES AND 

PROCEDURES IN THE PROCESSING OF CLAIMS FOR VALUE-ADDED 

TAX (VAT) CREDIT/REFUND EXCEPT THOSE UNDER THE 

AUTHORITY AND JURISDICTION OF THE LEGAL GROUP  

23.06.23 付／2023 年 7 月 1 日から施行 

7 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 71-2023 

  PROVIDES STREAMLINED GUIDELINES AND MANDATORY 

REQUIREMENTS FOR CLAIMS OF VALUE-ADDED TAX (VAT) 

CREDIT/REFUND EXCEPT THOSE UNDER THE AUTHORITY AND 

JURISDICTION OF THE LEGAL GROUP  

23.06.22 付／2023 年 7 月 1 日から施行 

8 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM ORDER NO. 24-2023 

  PRESCRIBING THE REVISED POLICIES AND PROCEDURES 

RELATIVE TO THE ACCREDITATION OF CASH REGISTER MACHINES 

(CRMs), POINT-OF-SALE (POS) AND OTHER SIMILAR SALES 

MACHINES/SOFTWARE GENERATING INVOICES/RECEIPTS 

INCLUDING ELECTRONIC INVOICING OR ELECTRONIC 

RECEIPTING SYSTEM/SOFTWARE USED UNDER A 



 

 7 

SUBSCRIPTION-BASED AGREEMENT 

23.06.26 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 特別手続の適用を伴う政府調達の実施規則の承認に関するカザフスタン共和

国副首相兼財務相の命令 

2023 年 6 月 20 日付 No.686 同月 21 日法務省登録 No.32868／公布の日

から 10 暦日の経過後に施行 

2 カザフスタン共和国における事業活動の規制状況に関する年間報告書の作成

及び承認に係る規則の承認に関するカザフスタン共和国国家経済相の命令 

2023 年 6 月 20 日付 No.118 同月 21 日法務省登録 No.32870／公布の日

から 10 暦日の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 自動車の運転手の労働時間及び休憩時間に関する規程への変更の導入に関す

るウズベキスタン共和国貧困削減・雇用相の命令 

2023 年 5 月 24 日付 No.16-2023/B 同年 6 月 26 日法務省登録 No.2506-1

／同月 27 日施行 

2 行政改革の枠内における保健分野における行政の効率的な組織化に係る措置

に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2023 年 6 月 20 日付 No.PP-197／同月 21 日施行 

3 非農業用地に対する所有権制度の導入及び所有権の不可侵に関連する法改正

に伴ういくつかのウズベキスタン共和国大統領法規への変更の導入及びその

いくつかの失効の認定に関するウズベキスタン共和国大統領令 

2023 年 6 月 19 日付 No.UP-99／同月 20 日施行 

4 行政改革の枠内における水産業分野における行政の効率的な組織化に係る措

置に関するウズベキスタン共和国大統領令 

2023 年 6 月 20 日付 No.UP-101／同月 21 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 特定の産業製品の輸入における関税率の適用に関する決定の施行に関する大
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統領決定 

2023 年 6 月 22 日付 No.7322 同月 23 日官報 No.32230／同年 7 月 1 日

から施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国関税士法（目次） 

   2 中国商用暗号管理条例（目次） 

   3 知的財産分野における犯罪行為の捜査の管理に関する 2023 年 1 月 3 日付イ

ンドネシア共和国法務人権大臣規則 No. 1（目次） 

   4 電力法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 
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谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

 

関連ベトナム法人 
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  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


